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I. まえがき
J. R・コモンズ編著『合衆国労働史」全4巻の最初の 2巻が世に現われた
．のは1918年のことであるが，それに寄せたコモンズの序文は非常に明快な図式
を提供していた。自由地の存在，競争市場の拡大，その特異な政治および司法
制度などがその図式の描いたところであるが！）， その図式の明快さは，古典的
なアメリカがまだ面影をのこす19世紀を分析の対象としたという時代的制約
によるところが大きい。そういえば第11回連邦センサスによるフロンティヤー
消滅宣言は，コモンズ1918年序文の論じた時代の終末に属する1890年のことで
あった。これにたいして『合衆国労働史」続篇2巻の出版は1935年であって，
同年がアメリカ最大の変革期に属していたことからすれば，続篇2巻は，その
1) J. R. Commons, History of Labor切 theUnited States, Vol. I, New York: 
MacMillan Co., 1918, Introduction. 
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変革のインパクトをどのように描くかが中心的課題となるべきであった。だが
続篇は，その記述をニュー・ディール政策直前の1932年までにとどめたのであ
って，その変革の深刻さを考えれば，それはやむをえないと同時に賢明な選択
であったというべきであろう。
だがかかる賢明さにもかかわらず， 20世紀最初の30年すらも， 19世紀に比す
ればなお把握の困難な時期であって，そのことは，続篇に寄せたコモンズの序
文2)のある種の困惑ぶりから容易に推測できる。たとえばかれの1918年序文が
見事な論理と図式を提供したのにたいし，その続篇序文は多分に象徴的ないし
記述的であった。その長い序文を読むと，コモンズが独占の強化をしかと見据
えていることはすぐわかるが，その表現ときては， 「雇主資本主義」から「銀
行資本主義」への転化ないしは「雇主と労働者の隣人関係」から「銀行家を仲
介者とする数百万の投資家と数百万の労働者との不在関係」への転化をしめす
ー文につきてしまうのである。しかもかかる一文を1918年序文の図式とどう結
びつけるかについては，コモンズは読者の判断にまった＜委ねているかのよう
である。
その意味では労働史上におけるニュー・ディールの位置づけは，なおコモン
ズに託された仕事であった。ニュー・ディールのめざした回復目標が二次大戦
によって達成されたことからすれば， 1945年という年こそは，コモンズがその
託された仕事を果すべき時期であったというべきだが，幸か不幸かコモンズは
この年に世を去った。幸か不幸かという意味は，もしコモンズがその課題につ
いてまだ回答を用意できていなかったのであるならば，その死はかれに幸いし
たであろうし，逆にコモンズがすでにそれを用意していたのであれば，かれの
死はわれわれにとって不幸であったというにある。そのように考えてよい証拠
のひとつは，ミルトン・ダーバーとエドウィン・ヤングの編著『労働とニュー
・ディール』が出版されたのは1957年であって，コモンズの死後12年も経過し
2) D. D. Lescohier and E. Brandeis, History of Labor in the United States 1896 
~1932, Vol. II, New York: MacMillan Co., 1935, Introduction. 
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ていたことであろう。 しかもこの書物は， 12人の執筆者（論文数は10篇）の一致
した見解としてアメリカ労働運動の特徴（環境の変化への現実主義的対応）が過去
から一貫していることを強調したものの丸 環境の変化にもかかわらずアメリ
カの労働運動がなぜその性質をかえようとしないのかについては，明確な回答
を与えていないのである。その性質が多少とも変わったとの前提に立てば，議
論の展開もまた異なっていたであろうが，たとえばセリグ・パールマンは，頑
なまでに性質の不変性を強調しているように思える 4)。 それがコモンズの遺言
（とすればまさに老の一徹）によるのか， それとも遺言の欠如のためなのかは推測
のかぎりではない。
このようにみると， フィリップ・タフトの『アメリカ史における組織労働
者」は，読者の期待にもっと応えるべきであったといえよう。それは，同書の
出版が前記『労働とニュー・ディール」より 7年後の1964年であったという時
間的な理由によるだけでなく，同書が複数人物の論文集ではなくて個人の自由
な著述であり，しかも著者のタフト自身が『合衆国労働史』の執筆者の 1人で
ありながら，『労働とニュー・ディール』には執筆していないという理由に
よる。だがタフトは，その期待に充分に応ええたようではない。もちろんかれ
は， 1930年代以降のアメリカ労働運動の大なる変化を認めるが，それは数的勢
ヵ，法律政治領域における活動， および対外的国際的関心にかんしてであっ
て，コモンズ＝パールマン流の賃金・ジョップ意識を強調する点では過去とい
ささかも変らない5)。 そのかぎりではタフトは文字どおりパールマンの忠実な
弟子であったといえる。
だが公平を期するなら，タフトの『アメリカ史における組織労働者」以後の
3) M. Derber and E. Young, ed., Labor and the New Deal, Madison: University 
of Wisconsin Press, 1957, p. vi. 
4) Selig Perlman, "Labor and the New Deal in Historical Perspective," in Derber 
and Young, op. cit., pp. 368~369. 
5) Philip Taft, Organized Labor in American History, New York: Harper and 
Row, 1964, pp. xxi, 707~708. 
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合衆国の諸変化があまりにも大きすぎたことを指摘すべきであろう。おそらく
なにびとの慧眼をもってしても，かかる変化は予測しえなかったにちがいな
い。したがってジャック・バーバッシュが 1976年の「労働省アメリカ労働者
200年史』のなかで 1960年代以降の動きを論じた際には見 かれはそれを大き
な意味で「宇宙時代」（ある意味では包括的だが，ある意味では通俗的にすぎる）の動
きとして捉え， かつ過去との対比において「再生」 (Renewal)と呼んだのであ
る。だがそれは，バーバッシュの苦心の程を偲ばせるにしても，コモンズ『労
働史』の現代版というにはいささか大雑把な作品にすぎる。実はバーバッシュ
は，二次大戦後から1976年までの約30年を時代区分せずに一括し，その間の長
期的変化（組合の成長と強大化→対組合封じ込め→組合再生）を鳥賑しているのであ
って，それは見方としては正しいにしても，とくに1960年代以降を論じようと
するには，簡略にすぎるといわざるをえない。
そこでわれわれに残された仕事は， 1960年代以降のアメリカ労働史をコモン
ズ『労働史』の延長線上に構築することの可能性を検討することにある。幸い
素材は『マンスリー・レイバー・レビュー』 (MonthlyLabor Review)誌上に豊
富であり，必要なのは設計図であるのだが，バーバッシュの分析は設計図とい
うよりは見取図にすぎない。そこに構築上の困難があるともいえるが，逆に既
存の図面をもたない自由さも捨てたものではない。そこで以下にその自由な構
築を展開してみることにしよう。
]I. 1960年代以降の位置づけ
すでにふれたようにバーバッシュは， 1960年代以降のアメリカ労働運動の動
6) Jack Barbash, "Unions and Rights in the space age",, in The U. S. Depart-
ment of Labor Bicentennial History of the American Worker, Washington, 
D. C. : U. S, Government Printing Office, 1976. なお本書は1983年にプリンスト
ン大学出版部より再版されている (R.B. Morris, ed., A History of the Am釘 ican
Worker, Princeton : Princeton University Press, 1983)。
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きを「再生」として特徴づけたが， 1950年代末までの歴史を顧りみると，かれ
の捉え方の正しさがよく理解できる。その歴史にかんするバーバッシュの記述
は，以下のように要約できよう。
〔1〕 政府・議会による組合封じ込め。ニュー・ディール時代のもとで急成長
したアメリカの組合運動は，二次大戦中には賃金面では小製鋼方式(litlesteel 
formula)のごとき譲歩を迫られたものの，組織面では組合員資格維持 (mainte-
nance of membership)のごとき保障を与えられ，それなりの発展をとげる。政
府側にしてみれば，戦争遂行上かなりの譲歩を労働側に与えたつもりであった
ろうが，労働側にしてみれば，戦争遂行上の充分な協力と自制をおこなったと
の自覚があったため，戦争が終ると，組合は待ちかねたようにその自制を断ち
きる。戦争直後の一連のストライキ（ゼネラル・モーターズ，ウェスチングハウス，
ニューヨーク港湾，食肉加工産業など）はまさにその結果であるが，それを可能な
らしめた背景的要因は， ユニオ、ン・パワーの強大化であった。一方組合に自
由と権利を与えすぎたと感じていた政府・議会側は， この戦後ストライキを
契機に組合の封じ込め（制限的立法の制定）にのりだす。 1946年のリー法 Lea
Act C通称は反ペトリロ法。生演奏の機会の減少にたいする音楽家の水増し雇用政策を禁
止したもの）ならびにホップス法 HobbsAct修正（別名は反ゆすり法。州際取引上
のゆすりを禁じるもので， 1934年制定されたが， 労働団体にも適用されるよう修正され
る），翌 1947年のタフト・ハートレー法などはその具体的現われであって，そ
れ以後も政府・議会の組合にたいする封じ込めの態度は変らず， それは遂に
1959年のランドラム・グリフィン法によって頂点に達する”。
〔2〕 経営側による組合封じ込め。封じ込め政策の推進者は政府・議会にとど
まらない。かかる背景のもとに経営側は労働側との力のバランスの回復につと
めたのであって，そのことは， 1950年代の経営側の対組合姿勢をしめす一連の
表現— "hard line", "hardening of attitudes", "hard bargaining", 
"stiffening .of attitude by employers"―ーから容易に汲みとれる。だが
7) Barbash, op. cit., p. 250~251, 257~258. 
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その間に締結された労働協約の内容からみるかぎり，経営側の失地回復という
露骨な意図はかならずしも表面に現われず，たとえば年間保障賃金＝補足失業
手当 (1954年~55年の自動車，鉄鋼，電機，ゴムの諸協約）などは， 付加給付から私
的社会保障への流れとしてむしろ時代を先取りしたものというべきであろう。
これにたいしてオートメーション対策 (1959年アーマー食品協約）ないし生産性協
定 (1959年カイザー製鋼協約および1960年西海岸港湾協約）のごときは， 技術革新ヘ
の適切な対応という点で，経営側にとって歓迎すべきものであったとはいえ
る見
〔3〕 封じ込めの反動。以上の組合にたいする封じ込め策は， 当然に組合側
の反挽をまねく。たとえば 1955年の AFLと CIOの合同などは，その原因
（直接的にはアイゼンハウアー 政権の反動性， 基本的には職種別対産業別の組織原則の対
立の稀薄化）がどうあれ，封じ込め側の最大の誤算だったかもしれぬ。いやそれ
以上に注目すべきはジョージ・ミーニーの存在であって，かれは，ゴンパーズ
流の協議(counsel)によるよりは自己の意志による指導をおこない， AFL-CIO 
を「全国的なパワー・センター」たらしめたのである。それはグリーンの AF
L型指導ではなく，むしろ）レイスとマレーの CIO型指導だとされる。そのカ
の源泉は，かれの出身組織（鉛管工組合）というよりはむしろミーニーの「偉大
な個人の力」そのものだともいう。かくなればこそミーニーは，①腐敗対策は
強硬手段（追放）にかぎるとしてチームスター組合を AFL-CIOより除名し，
②加盟組合間の縄張り争いへの直接介入とその調整のための協定化をおこな
い，③さらに政府の公共政策の推進活動をもなしえたというべきであろう。と
くに腐敗と差別にたいする公共政策については，ミーニー自身かつては腐敗と
差別慣行とを区別し，前者の根絶には強い姿勢をしめしながら，後者の存在は
一般組合員意識の民主的反映にすぎないと是認するかのようだったことからす
れば，かれのこの自己変貌は大いに評価されるべきであろう。たとえばミーニ
ーは，黒人の組合指導者A・ランドJレフにたいし， 1959年の時点では全アメリ
8) Ibid., pp. 258~259, 259~261. 
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カ黒人の代表者づらをするなといわんばかりの態度をとったのにたいし， 4年
後には「われわれのランドルフ」とよびかけるほどの敬意をしめしたのであ
る。いまや AFL-CIOは，過去との連続性（あるとすれば政治活動上の無党派主義
だが，それとても形式的なもの）よりも対照性（腐敗・差別・縄張り争いにかんする加盟
組織への公式介入とボランタリズムの放棄）を際だたせ，その立法要求についても，
純粋の労働立法にかかわるウエイトを低下させてしまうのである。
なお組合封じ込めにたいする対応のなかで特異であったのは，社会的ユニオ
ニズムとでも称すべきルーサーの運動であって， 1950年代の自動車産業におけ
るかれの協約成果の影響力などは， いくら強調してもしすぎることはあるま
ぃ9)。
(4) バランス・シート。ところで以上の封じ込めのバランス・シートはどう
であったのだろうか。この点についてのバーバッシュの判断は冷徹そのもので
あって，「組合員数や組合勢力浸透という次元では封じ込めはありえたかもし
れぬが，団体交渉，組合内部問題，政治・公共政策への影響力にかんしては，
組合はなんとか新しい高地を確保した」10)という。だがこの判断の前段につい
てすらも；たとえばその後顕著となる組織率低下の原因が社会的かつ構造的な
ものに求められうるように，封じ込めの成功をどこまで主張できるかは議論の
存するところであろう。その意味では封じ込め政策のバランスは，組合が1960
年代以後「再生」していくための「新しい高地」をえたという点に求められる
であろう。
以上のようにみれば，1960年代以降の時代の位置づけは自明であろう。それは
まさに組合運動の「再生」 (Renewal)の時代なのだが， それがたんなる再成長
でないところに，その新しい意味がある。連邦立法は過去の組合抑制型を脱却
し，たとえば労働カ・経済政策，反差別，労働者福祉の各領域において積極的
な方向づけをおこなうようになった。組合運動もかかる公共政策に積極的に対
9) Ibid., pp. 251~252, 253, 254, 255, 256, 257. 
10) Ibid., p. 261. 
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応しただけでなく，公共部門や農場といった新天地の組織化を推進したのであ
って，しかもその前面にはバーバッシュが「社会正義をめざす労働組合」とよ
んだ動き II)が現われることになる。これはまさに「再生」であろう。だが1980
年代に入ると，組合運動は未曽有の譲歩を強いられることになるのであるか
ら，再生という事態も，それほど単純かつ安易なものではなかったというべき
であろう。
いずれにせよ，まずは 1960年代以降の事実関係を鳥服することから始めよ
‘” つ。
][. 1960年代以降の事実関係
この時期についてのバーバッシュの鳥服図はすぐれたものだが， それには
1976年までという制約があり，さらに簡略にすぎる。そこでより詳細な事実関
係の展開が必要となるが，その最良の方法はマンスリー・レイバー・レビュー
をたどることであろう。それには各月号の「労使関係の動向」なる記事を通読
すればよいのだが，便利な方法としては，各年の12月号もしくは翌年の 1月号
にその年の労働経済と労使関係にかんする要約論文が掲載されているので，そ
れにて大体の輪郭をつかみ，細部を各月号の「労使関係の動向」記事にて補な
うのがよいであろう。かくしてえられた事実関係は，以下の各章に展開してあ
るとおりだが，それを項目別に整理して特徴をあげれば，つぎのようである。
C 1〕 連邦立法。この時期の労働にかんする連邦立法は，①インフレーション
．雇用対策としての労働カ・経済政策にかんするもの，③男女同一賃金法，公
民権法，雇用における年令差別禁止法などのように差別廃止をめざすもの，⑧
労働安全衛生法や退職所得保障法などのように労働者福祉をめざすものの 3本
の柱よりなる。
(2〕 連邦行政。行政の動きは前記立法の動きに対応しており，具体的には労
11)ジャック・バーバッシ「社会正義をめざす労働組合」（『トレンズ」 37, アメリカ大使
館広報文化局， 1977年12月） 2~6ペー ジ。
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働力政策にかかわるもの，インフレーション対策としての生産性委員会の設置
や所得政策（ニクソンの第1~第4段階の政策）， さらにはアメリカ版社会契約（カ
ーターの「国民的合意pなどが指摘されようが，それ以外に特筆すべきものとし
ては，立法によらない公務員の団結権容認（大統領令第10988号および第11491号）が
あげられるであろう。
(3) 州法。州法は，そのほとんどが連邦法の動きを反映したものであるが，
、州独自の注目すべき成果は，カリフォルニア州農業労働関係法 (1975年）であろ
う。
(4〕 AFL-CIO。•その活動領域の多くにわたって変化がみられる。まず①
組織化については， 過去の伝統（加盟組合のオートノミーの尊重）からの逸脱とも
いうべき強制仲裁の原則が縄張り争いにかんして承認されただけでなく，一部
の地域では組織化のための組合間協力 (co-operativecampaign)がおこなわれ
ている。③交渉にかんしては，交渉強化の手段として複数組合の参加する「連
合」 (co-ordinated)交渉方式が確認されている。③政府との関係では，カーター
政権の「国民的合意」 ("nationalac!:ord")の成立に指導力を発揮したかと思え
ば，「連帯の日」の大動員をもってレーガン政権との対決の姿勢をしめすなど，
政府との直接的対応が避けられないようになった。④国際領域についても，国
際自由労連 (ICFTU)や国際労働機関 (ILO)からの脱退に象徴されるように，
その影響力行使の度合いは強まる一方であり，さらに国際経済の領域において
も，みずから自由貿易から保護貿易への転換の強力な推進者となった。⑥内紛
は組織につきものであって，かならずしも時代の産物とはいえないが， ミーニ
ーとルーサーの確執に起因するUAWの脱退と復帰などは，この時代の内紛の
最たるものであろう。
(5) 全国・国際組合。その動きは多面的にして，かつそのいずれも興味深
い。①組織活動については， AFL-CIOの調整プラン(1961年）にしたがって多
くの組合縄張りの調整されたことが特記されるべきだし，②交渉方式について
は，電機と銅のごとき一部の産業は， AFL-CIOのいう複数組合による交渉方
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式（「連合」交渉）を早速に実行に移している。⑧交渉そのものについては，交渉
の中心的なテーマが時代とともに変わり(1960年代前半の「失業と職務保障」→60年
代後半から70年代前半にかけての「インフレと賃金維持」→70年代後半の「輸入品との競
争と生産性向上」），それを反映して協定事項も，たとえばストライキ自制の代償
としての賃上げの最低保障（鉄鋼の「実験交渉協定」 ENA),雇用の終身保障（鉄
鋼），賃金エスカレーター条項の導入・撤廃もしくは上限撤廃のごとく多岐に
わたる。鉄鋼労働組合が「全体保障」 (totalsecurity)の概念を提起したのは，
60年代の前半である。④争議については，なによりも組織内における下部の発
言権の増大と協約期間中の争議の発生が一般的に注目されよう。産業ないし部
門別にみれば，公共部門の争議（教員，看護婦，郵便従業員，航空管制官など）と農
業部門の争議（カリフォルニアのぶどう争議）が労働運動の新しい動きを示すし，
またゼネラル・エレクトリック社の争議 (1973年）は同社の有名な一発回答方式
(Boulwarism)の事実上の消滅を象徴する。なお合理化（火夫＝機関助士の廃止）を
めぐる多年の鉄道紛争がやっと解決をみたことも，合理化是認の時代的風潮の
所産といえる。⑥指導権争いは組織の常だが，アメリカに特徴的な暴力は後を
断たず，炭鉱労働組合(UMW)のヤプロンスキー殺害事件などはその典型であ
ろう。ホッファの失躁も違った意味で象徴的な事件といえよう。
以上に列挙したさまざまな動きの詳細は，以下のいくつかの章節で論じるこ
とになろうが，問題は，かかる動きをどのように整理分類するかであろう。バ
ーバッシュは， 1960年代中頃よりの組合運動「再生」を告げる動きとして，①
公共部門の雇用増大と組織化の進展，③シーザー・チャベスに代表されるカリ
フォルニアの農場労働者の運動， ③公共政策（インフレーション，マン・パワー，
公民権をめぐる）の積極的展開の 3点を指摘するが12), かれの指摘は， もっと
12) Barbash, op. cit., pp. 261~263, 264, 264~267. なおバーバッシュは 1960年代の
一般組合員の不安を示す背最として (1)協約期間中のストライキ（とくに山猫ストラ
ィキ）や他の直接行動（スローダウン，病休戦術，坐り込み）， (2)公共部門の組合の
戦闘性， (3)下部からの団体交渉方針変更の圧力（産業別組合内の熟練層の反乱）， (4)
下部からの組合運営への発言権増大の圧力（現職リーダーの敗北や新リーダーの登場
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も基本的な動きを正しく捉えているにしても，伝統的領域における組合運動自
体の微妙な変化をあえて軽視しているようである。その点を考應すれば， 1960
年代以降のアメリカ組合運動の特徴的な動きは，ひとつの試みとして以下のよ
うにまとめることができるであろう。
(1) 公共部門の組織拡大，農場の組織化，公共政策の積極的展開にしめされ
る組合運動の構造的変化と政府介入の増大。
(2) 組織化協力，交渉目標および交渉方式の変化，下部発言権の増大，協約
期間中のストライキなどにしめされる従来の交渉部門における変化。
(3) 保護主義への傾斜，国際組織からの脱退などにしめされる国際領域上の
模索。 ． 
(4) とくに1980年代の顕著な組合運動の後退とレーガン政権の対決姿勢に象
徴される「譲歩の時代」の出現。
くり返すが以上はあくまでひとつの試みであって，それぞれに視角を異にす
る分析が混然と並記されている点などは一考を要しようが， 60年代以降のアメ
リカ組合運動についてひとつの見方を提供するものではあろう。以下にそれを
みたい。
IV. 観察〔1〕ー一組合運動の構造的変化と政府介入の増大
1. 公共部門における組合運動の発展
封じ込められていた組合運動が「再生」したという証拠の最大のものは，ぃ
うまでもなく公共部門における組合運動の発展であろう。その発展を促したの
は，直接的には公共部門の団結を認める行政の動きと州法の制定とであり，間
接的にはそれらを支えた経済成長である。州法についていえば， 60年代に多く
の州が公務員に団結権を付与しており(1961年カリフォルニア， 1964~5年マサチュ
など）， (5)職場内の人種意識の高まりの 5つをあげるが， そのほとんどは，公共部門
の組織拡大，農場の組織化，公共政策の展開にかかわるものである (ibid.,pp. 267~ 
268)。
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セッツ，ミシガン，ルイジアナ，デラウェア，コネテイカット，ロード・アイランド，メ
ーン，ウィオミングなど），また行政についていえば，たとえばイリノイ州は行政
命令で団体交渉を確立し (1973年），市レベルでもニューヨーク市長は，っとに
(1959年）市職員組織との交渉を容認している。だが行政について特記すべきは
連邦公務員にかんしてであって，かれらに団結権を付与したのは法律ではなく
て行政命令であり，具体的には大統領令第10988号 (1962年1月17日），同命令実
施の覚書 (1963年5月21日）， さらには前記命令と覚書にとって代った新命令第
11491号(1969年10月29日）がそれにあたる。なお 1978年には公務員制度改革法に
より連邦労働関係局（民間部門の NLRBにあたる）が設けられている 13)。
13) Ibid., p. 262. 州および連邦の団結権・ 団交権・争議等の概観については，ロナルド
・ミラー「公務員のストライキに代る手段についての米国の経験」（『日本労働協会雑
誌」 No.211, 1976年10月）が要をえている。大統領令第10988号「連邦公務における
労使協力」については「日本労働協会雑誌』 No.38 (1962年5月） 75~78ページ，同
命令第13条による各省庁あての覚書「職員団体運営基準および公正労働行為規範」に
ついては同雑誌No.55 (1963年10月） 75~77ペー ジ， またそれらにとって代った大
統領令第114~1号「連邦公務における労使関係」については同雑誌 No. 140 (1970年
11月） 65~71ペー ジに， それぞれ邦訳文が収められている。 その解説によれば， 連
邦公務員の団結権保障については，従来は郵政職員のみが1912年のロイド・ラフォレ
ット法の6条C項によって社交団体・クラプその他の団体を組織することが認められ
ており，一般職員については，管理者の裁量によるその準用によって実質上の団結権
を与えるというものであった。それどころか1937年のルーズベルト大統領の連邦公務
＇員組織あての書簡は，通常の団体交渉手段は連邦公務員には許されないことを強調し
ている。その意味では，大統領令第 10988号がタフト・＾ートレー法上の交渉権に匹
敵するものを連邦公務員に与えたことは，画期的なことであった。翌年のその実施覚
書は，承認されうる職員団体の基準を明らかにし，その承認拒否の条件と手続を具体
化するとともに，クフト・ハートレー法の不当労働行為にかんする規定に相当するも
のを設けたものである。ところで大統領令第11491号は，職員の職務遂行状況を高め
能率を改善しうるような労働慣行こそは公共の利益の要求するところだが，・職員に人
事上の政策・慣行への参画を認めることはかかる連邦政府の能率的管理を利すると
し， しかもその参画は労働団体と管理者との協力的相互関係によらねばならないとの
立場から，効果的な労使関係のための労使双方の権利と義務を明確化しようとしたも
のであって，そのために連邦労使関係評議会等の機関を設けたのであるが，ここに行
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．ところで公共部門における争議の事実関係からみて，その活動がわれわれの
注意をもっとも引くのは教員と郵便従業員であろう。これに比すれば，他の公
共部門の紛争は特定時期に集中しているとの印象をうけるが，そのなかでは，
航空管制官の争議がその影響力と特異性の故に注目されてよいであろう。
(1) 教員。まず主たる教員争議の事実関係を年表的にたどってみよう。
1960年 ニューヨーク市で交渉代表選出を求めて教員ストライキ (11月）が生じるm。
1962年 アメリカ教員同盟 (theAmerican Federation・of Teachers, 賂して AFT)
のニューヨーク支部 (4万人）が10月18日に市教育委員会と最初の協約を締結
・ する。協約は7月1日時点で年間 700ドルの平均賃上げを与えるが，同時に無
罷業条項と苦情仲裁条項とを定める15)。
1964年 ユタ州では知事が学校財政問題を議するための州議会召集を拒否したとして教
員が2日間のストライキ (5月）をおこなう。ケンタッキー州， ジョージア
州，オクラホマ州の一部で教員ストライキがみられる16)。
1965年 インディアナ州サウス・ベンドで教員 (360人）が5月ストライキに入る。同
月17日教育委員会は組合承認を与えないまでも教員給与の話し合いに同意した
ため，ストライキは4日にして中止される17)。
1966年賃上げと職務保障の拡大とを要求ずる教員ストライキが全国的におこる18)。
1967年 9月11日ニューヨーク市で教育予算をめぐり最大の教員ストライキがおこり，
3週後に当局の修正案 (1億 3,500万ドル）にて解決する。デトロイトでは年
俸 1,200ドルの増額と年間授業時間数 (40週）の5彩短縮を求める教員ストラ
ィキ（集団辞職戦術）のため始業は2週間おくれ， 9月18日に争議が終る。フ
政当局の力点の変化をみ編著「日本の賃金決定機構」る•ことができる。なお神代和欣
（日本評論社，昭和48年）補論日「アメリカ公務員の争鏃権」 1978年の公務員制度改
革については MonthlyLaber R函 ew,December 1978, pp. 76~77. 
14) Monthly Labor R函ew,December 1960, p. 1323. 
15) Monthly Labor Review, November 1962, p. 1284 and January 1963, p. 18. 
16) Monthly Labor Review, August 1964; p. 944 and December 1964, p. 1388. 
17) Monthly Labor Review, July 1965, p. 872 and December 1965, p. 1418. 
18) Monthly Labor Review, December 1966, p. 1360. とくにニューアク（ニュー・ジ
ャージー州）の2月の教員ストライキとダンロップ仲裁々定（最低年 700ドルの引上
げ）については， MonthlyLabor Review, April 1966, p. 422. 
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ロリダ州では，全国教育協会 (theNational Education Association, 略し
てNEA)がフロリダ教育協会 (FEA)の要請におうじて教育予算削減を理由
ー とする同州への全米的制裁措置にふみきり，予算増額されるまで同州での求職
拒否を教員に求める。その他の地域でも教員の集団辞職戦術などによる始業の
おくれがみられる19)。
1968年 ニューヨーク市において，黒人およびプ-ルト・リコ人の支配的なオーシャン
・ヒル＝プランズビル（ブリックリン）の実験学校区を管轄する教育委員会
は，同区の実験教育計画の遂行を怠ったとの理由で10名の教員の転出を決定し
(5月），かつその復帰を拒否する (9月）。この 10名を支援した100名の他の
教員も復帰を拒否される。 3度にわたってストライキがおこなわれたが，遂に
協定が成立して 55,000人の教員の職場復帰がなる (11月19日）。この争議の争
点は，教員の職務保障と教育委員会の管理権のいずれが優先するかであった
が，協定は，実験学校区の州による信託管理，教員の苦情を仲裁する 3人委員
会の設置，転出教員の復帰，同実験区における教育委員会の活動停止の続行，
同教育委員会任命の3人の校長の解任を定める20)。
1969年長期ストライキにたいする懐疑的な空気もあって，ニューヨークとデトロイト
では新学年度について平穏に協約の署名が完了する。シカゴでは賃上げストラ
ィキが1日，ロスアンジェルスでも賃上げストライキが1日，インディアナ州
では教育予算にたいする抗議ストライキが1日のごとく，大都市における紛争
は最低の状況にとどまる21)。
1972年 ワシントン D.C. では9月 7,000人の教員の賃上げストライキ（定員・給与
にかんし）がおこなわれ，議会は， 7%の賃上げを9月1日に遡及して実施す
るとの法案を通過させる。一方フィラデルフィアでは 13,000人の教員ストラ
ィキがおこなわれ，結局は未解決のままに職場復帰にいたる22)。
19) Monthly Labor Review, November 1967, pp. 57~58 and December 1967 pp. 5 
~6. 
20) Monthly Labor Review, November 1968, pp. 64~65 and January 1969, pp. 13 
~14. 
21) Monthly Labor R函ew,August 1969, p. 75; September 1969, pp. 58~59; 
November 1~69, pp. 76~77 and January 1970, pp. 37~38. 
22) Monthly Labor Rゅ如， November1972, p. 68 and January 1973, pp. 22~23. 
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1973年 フィラデルフィア，シカゴ，セントルイスの3都市で88,000人の教員ストライ
キが，またクリープランドで学校事務職員のストライキがおこなわれる。なお
フィラデルフィアの争議は前年の争議の復活とみられる23)。
もちろんその後も教員争議はつきるわけではないが，以上は，とくに世間の
注目をあびた動きの主なものである。マンスリー・レイバー・レビュー誌は，
各年次の争議の特徴づけをおこない， 1962年の協約締結を「時代の兆」とみ，
1964年のストライキを従来なかった「新しいストライキ」とよび， 1967年の争
議の影響を「空になった教室」と表現し， さらには 1972年秋の争議について
は，秋の行事と化したという意味でそれを「秋の紅葉」と名づけている。その
表現の当否はともあれ，教員争議が1960年代の新しい動きであり，しかも予測
可能な行事とまでなったことが，よく分ろう。もっとも教員の組合運動の歴史
は古く，専門職団体的な全国教育協会NEA(1907年設立）と労働組合的なアメ
リカ教員同盟AFT(1916年設立）との競合関係は長かったわけだが24), たとえ
ばデトロイトでは 1965年の争議を契機に後者(AFT)の地位が確立されたとい
ぅ 25)。バーバッシュは，教員の運動にかんしてアルバート•シャンカー (Albert
Shanker)の指導の影響力を強調し，「力は善であり，無力に勝る」と公言する
かれをバワー・マシン以上の存在とみなしているが，実際のところその激しい
運動方針は理屈抜きで成果をもたらし，教員のミリクンシーを促したのであっ
て26), この時代の教員の組合運動の姿をよく示すものであろう。
(2) 郵便。郵便争議の年表を以下に書く。
23) Monthly Labor Review, April 1973, p. 77 and January 1974, p. 15. 
24)松田保彦「アメリカにおける教員の労働組合運動」（『日本労働協会雑誌」 No.90, 
1966年9月） 30~34ペー ジ。
25) Monthly Labor Review, December 1965, p. 1419. なお AFTとNEAとの合同
の試みは，一部の州（ニューヨークやフロリダなど）では成功したが，全国レベルで
は成功していない。
26) Barbash, op. cit., pp. 262~263. なお最近またインフレーションのため教員ストラ
ィキが全国的に広まっている（たとえばMonthlyLabor Review, November 1978, 
p. 45)。
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1970年郵便労働者の今世紀最初の大ストライキ (3月）がニューヨーク市に始まって
他の大都市におよぶ。賃上げ財源問題が折から進行中の郵政省改革計画とから
んだことが事態を複雑化するが，連邦職員の6形賃上げをしめす政府案にて4
月に争議の解決をみる。 8月郵政省は連邦郵便公社 (U.S.Postal Service)と
なり，郵政省はここに 181年の歴史を閉じる。郵便労働者は， 4月協定（郵政
省改組案の成立後に8彩の追加賃上げを与えるというもの）による賃上げをう
ける27)。
1971年 7月郵便公社と郵便7組合とは， 64万人に適用される 2カ年協約（同期間内に
1,250ドルの賃上げと生計費エスカレーターとを定める）に署名する2B)。
1973年 6月郵便公社と 4組合とは， 60万人を対象とする 2カ年協約（初年度 700ド
ル，次年度 400ドルの賃上げおよび CPI上昇1彩当り年 50ドルの半年毎の無
制限賃金調整その他を定める）をストライキなしに締結する29)。
1975年郵便公社と前記4組合とは，旧協約の期限満了の直後に新3カ年協約について
合意する (7月）。組合要求は，職務保障，賃金改定（政府勧告の5%ライン
をこえる賃上げ， 四半期毎の生計費調整とその基本給組入れ）， 付加給付の改
善．レイオフ禁止条項の維持など多面にわたり，組合は郵便再編成法のスト禁
止条項を無視してストライキを仄かすが，最終的には，レイオフ禁止条項の維
持，協約期間内に 1,500ドルの賃上げ，生計費調整の基本給組入れなどの点で
合意をみたというもの30)。
1978年前記3カ年協約の期限満了日 (7月20日）に労使は新たな合意に達する。その
発足以来公社は欠員不補充などの合理化をすすめ，組合側は，ィンフレと合理
化に抗するために賃上げとレイオフ禁止条項の強化とを求めてきたが，賃上げ
（即時2彩， 1年後3%,2年後5彩）．生計費調整 (CPI上昇 0.4ボイント
毎に 20.80ドルの半年毎の調整， ただし累積限度 1,518ドル）， 協約期間中の
レイオフ禁止などについて合意をみたもの。だが3組合は当協約の批准を拒否
し，結局は仲裁々定（ハーバード大学ジェームズ・ J・ヒーリー教授）・によっ
27) Monthly La如 Rゅ如， May1970, pp: 77~78; October 1970, p. 53 and Janu-
ary 1971, p. 7. 
28) Monthly Labor Review, September 1971, p. 70 and January 1972, p. 21. 
29) M加thlyLabor R函ew,August 1973, p. 88 and January 1974, p. 14. 
30) Monthly Labor-Review, September 1975, p. 62 and January 1976,. pp. 10~11. 
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て解決をみる。裁定の内容は，初年度賃上げ分を多くし ("front-loaded"),
エスカレーター調整の上限を撤廃し，職務保障を労働生涯にわたるものとする
などの改善をおこなう SI)。
1981年協約期限満了の3カ月前 (4月）より協約改定交渉がおこなわれるが，組合側
が個別組合毎の交渉を求めたために，郵便公社は交渉を拒否し，関係全組合と
の連合 (joint)交渉の命令を NLRBに＇申請したが， NLRBは組合のいう個
別交渉を支持する。結局のところ期限満了の直後に3組合との間に新3カ年協
約（毎年7月に年間給与 300ドルの引上げ，生計費調整の無修正維持，生産性
給付の支給など）が締結される32)。
郵便における組合運動の動きは以上のとおりだが， 1970年の郵政省再編成の
年に，アメリカにおける郵便事業の開始以来 195年ぶりに最初のストライキの
おこなわれたことは，新しく生れた連邦郵便公社の前途多難ぶりを象徴したも
のともいえぢ。このストライキが山猫争議をその発端としたことや，またニク
ソンが国家非常事態を宣言して軍隊に郵便集配業務を命じたことなどは，その
一端であろう。郵政職員にたいしてとくに政府が追加賃上げを約束したこと
も，事態の深刻さを示したものにほかならない33)。その意味では公社の誕生
は，祝福に満ちたものではなかったようである。
(3) 航空管制官。航空管制官の主たる争議は1970年と1981年の 2回だが，い
ずれも社会の注目をあびた。・事実関係はつぎのとおりである。
1970年連邦航空局はルイジィアナ州バトンルージュの 3人の管制官に配転を命じた
が， 3人はそれを拒否して解雇される。当局は配転理由を業務上のものとした
31) Monthly Labor Review, September 1978, p. 63 and January 1979, p. 60. 
32) Monthly Labor Review, September 1981, p. 49 and January 1982, p. 23. 
33) 1970年の郵便争議については，『日本労働協会雑誌』 (No.134, 1970年5月， 83~85
ページ）の「海外労働事情」が詳しい。なお郵便再編成ののち，郵便7組合が評議会
（アメリカ郵便職員評議会 theCouncil of American Postal Employees, 略して
CAPE)をつくり，組合合同の可能性の探求に加えて「連合」 ("co-ordinated")交
渉をめざしたことは注目されよう (MonthlyLabor Review, January 1971, p. 7)。
ところでその組合側が， 1981年の協約改定交渉では個別交渉を要求し，当局がそれに
反対したのだから，この辺に民間部門との相違がみられる。
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が，専門航空管制官団体 (theProfessional Air Traffic Controllers Orga-
nization, 略して PATCO)は，その理由を3人が支部役員だったことにある
とみて， 3人の配転撤回とさらには賃上げを求め3月一斉病欠戦術をとる。病
欠戦術には暫定差止命令がだされ，法廷侮辱罪のかどで組合幹部は召喚をうけ
るが，幹部は組合員への職場復帰呼びかけを約束したことで侮辱罪は不問にさ
れる。事態は正常化へ34)。
1981年 PATCO組合員 15,000人は， 航空局の賃金回答を拒否して一斉ストライキに
入る (8月3日）。局の回答は， 10月予定の連邦職員一般の 4.8彩賃上げとは
別に 6.6%(年間 2,300ドル）の賃上げを与えるというものだが，組合要求は
大幅賃上げ，週労働時間の短縮，ストレス対策のごとく多大であった。これが
ストライキの原因。 レーガン大統領は期限付き (8月5日午後3時）で解雇
をもって復職を迫るが， 復職者は 200~300人にとどまり， そのため政府は争
議行為参加者の解雇と代替要員の訓練を開始し，かつ連邦労働関係局(FLRA)
は PATCOの交渉代表資格をとりけす。 10月28日PATCOはストライキの中
止を発表する35)。
1970年の管制官ストライキは，郵便争議の直後に病欠戦術の形をとっておこ
なわれた点で注目されるが，同時に暫定差止命令を無視した管制官にたいする
連邦判事の態度が妥協的にすぎたとの印象は否めない36)。これに比すれば1981
年争議にさいしてのレーガン政権の強腰は際だっているが，その背景には保守
化する国民感情と組合要求を過大とみる庶民感情の存したことが指摘されるも
のの，やはり直接的には，違法ストライキとの関わりを恐れた他組合が管制官
争議を支持しなかったことが大きい。それはともあれ連邦航空局は，交渉権の
34) Monthly Labor Review, May 1970, pp. 78~79 and January 1971, p. 7. 
35) Monthly Labor Review, October 1981, pp. 48~49 and January 1982, pp. 23~ 
24. 
36)厳密にいえば，前年 (1969年） 6月に PATCO加盟の航空管制官77名の3日間の病
欠戦術が実施され，直ちに当局が報復措置（チェック・オフ協定の破棄，交渉単位の
承認とり消しなど）をとったが，今回の争議にはそれが尾を引いている。なお今回の
連邦判事の妥協ぶりには，ニューヨーク・クイムズ紙も社説で厳しく批判したという
（『日本労働協会雑誌」 No.134, 1970年5月， 86~87ペー ジ）。
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ない連邦職員であるはずの航空管制官にたいして，ストレス問題等への関心か
ら PATCOとの交渉に同意してきたのだが，今回の争議は，公共部門におけ
る争議禁止と交渉権付与との矛盾を露呈したものだとはいえる37)
(4) 公共医療部門（民間非営利をふくむ）。看護婦，医師，病院職員などによる
医療機関の紛争もまた1960年代後半の特徴である。主な紛争は以下のとおりで
ある。 ． 
1966年 ニューヨーク市において医師会 1,500人が診療拒否をおこない，市の保健診療
機関52カ所が閉鎖にいたる。サンフランシスコの3病院の看護婦も疾病休暇戦
術によりかなりの賃上げを得る。シカゴの看護婦は年間 90~120ドルの賃上げ
協定を獲得し，またボストンの3市民病院の看護婦 500人も最初の賃金協約を
結ぶ38)。
1968年 サンフランシスコ，ロスアンジェルス，バルティモア，ニューヨーク市の看護
37) Monthly Labor Review, January 1982, p. 23. なお『日本労働協会雑誌」 (~o. 274, 
1982年1月， 77~80ページ）も，組合側の情勢判断の誤まり（①選挙期間中のレーガ
ンの対組合理解にたいする過大評価，②レーガンの連邦公務員ストにたいする強権的
姿勢の無視，⑧管制官ストの影響力への過大評価，④事前および事後の他組合からの
支援とりつけの失敗）と政府側の情勢判断の誤まり（レーガンの最後通告にもかかわ
らずスト脱落者は少なく，逆にそれは労働界の反撥を招いた）とを指摘する。• この管
制官ストは， 13本の新聞にも多く報じられたが（『朝日新聞」昭和56年8月13日朝刊，
『日本経済新聞』昭和56年8月28日夕刊， 9月4日夕刊， 10月29日夕刊）， その内容
は， レーガンの荒療治が国民感情を背景としたかれの価値感に根ざしていることや，
ストは力で抑えきれない（ストレスの理解必至）事情を伝えたもので大差ばない。面
白いのは，管制官ストが航空界の過当競争（過剰サービス）を整理し，弱肉強食の業
界の新たな秩序を生みだす契機となりつつあるとの報道（『日本経済新聞』 9月4日
夕刊）であろう。なお有名な労働評論家のラスキンは，航空争講の歴史はスト中の組
合員にfこいする非協力（スト破り）の歴史である点を強調し， かつ 1981年管制官ス
トにたいする AFL-CIO勢力の冷淡さは， .AFL-CIOとその傘下組合による「連帯」
("solidarity")宜言を嘲笑するものとのべている (A.H. Raskin,'The Road to 
Solidarity; Labor Enters a New Century', The New Leader, November 30, 
1981, p. 12.)。
38) Monthly Labor Review, September 1966, p. 1012; October 1966, p. 1131 and 
December 1966, p. 1360. 
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婦の賃上げストライキがおこなわれる39)0 
1969年 サウス・カロライナ州立医大病院および同州チャールストン郡病院において准
専門職（ほとんど黒人）従業者による4カ月間のストライキ (3月~7月）が
おこなわれる。法律上団体交渉は認められないとする病院当局の立場を小Hおよ
び郡も支持したため， 州の労働運動全体， 労働活動同盟 (theAlliance for 
Labor Action), ニューヨーク薬剤職員組合などはこの争鏃を支持し，また南
部キリスト教指導者会諮は黒人コミュニティの動員に動く 40)。
医療部門におけるかかる戦闘性は，経済の豊かさ，労働力不足および組合組
織化の進展に帰せしめられようが4!), 1969年争議の場合には，前年のテネシー
州メンフィスの人種紛争の再燃の恐れがあり，争議は組合承認問題を巧みに避
け，賃金・諸給付の改定や苦情手続等を定めることで解決されているのであっ
て42), ここに公共部門の労働政策と公民権政策との接点領域における問題解決
の難しさを読みとることができる。
〔5) 都市交通。主な争議は以下のとおり。
196,6年 ニューヨーク市において交通労働組合 (theTransport Workers) および運
輸労働組合 (theTransit Union)は市交通局の回答を拒否し， 1月1日よ
り34,400人が職場を離脱する。法廷差止命令がだされ，交通労組会長マイケル
・クイル他5名の幹部が法廷侮辱罪のかどで拘留される。新協約案（協約2年
目の1967年1月に4鍬同年7月に7形の追加賃上げをそれぞれおこなうとい
うもの）が提示され， 1月13日に受諾される43)0
1968年 ニューヨーク市の地下鉄管理職組合が労働規則の厳守戦術によるスロー・ダウ
ンをおこなう (9月）44)。
交通争議の解決がとくに困難であったのは1966年であるが，同年のニューヨ
39) Monthly Labor Review, January 1969, p. 13. 
40) Monthly Labor Review, September 1969, p. 58 and January 1970, p. 37. 
41) Monthly Labor Review, December 1966, p. 1360. 
42) Monthly Labor Review, January 1970, p. 37. 
43) Monthly Labor Review, February 1966, pp. 190 ~ 191 and December 1966, 
p. 1359. 
~4) Monthly Labor Review, November 1968, p. 66 and January 1969, p. 13. 
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ーク市交通争議は「ニューヨーク市交通史上の最初のストライキ」だったので
あって，それだけに事態は深刻であったと解すべきであろう。
C 6) その他。公共部門におけるその他の争議としては， ソシアル・ワーカ
ー，警官，消防夫，・衛生労働者，現業職員などの紛争があげられよう。
1965年 ニューヨーク市のソシアル・ワーカー 7,500人（州・郡・市職員同盟またはソ
シアル・サービス労働組合のどちらかに加入）は，賃金その他労働条件の改善
を求めて28日間のストライキをおこない， 2月1日復職する。争点は実情調査
委員会に付され，同委員会の勧告案 (9.44.%~11. 57彩の賃上げ）は組合とワ
グナー市長によって受諾される (6月）45)。
1967年 デトロイトとニューヨークでは，警官がストライキに至らなyヽ程度の「非協
力的」態度にうったえ，デトロイトでは，市当局とデトロイト警官組合 (the
Detroit Police Officers'Association)との間に非経済問題をめぐる 8月協約
（苦情にかんする強制仲裁をふくむ）が，またニューヨークでは， 4月市当局
と警官共済組合 (thePolicemen's Benevolent Association)との間に 27カ
月協約・（前年7月1日より遡及実施）がそれぞれ合意される46)。
1968年 ニューヨーク市の警官，消防夫，衛生労働者の労働協約はいずれも 9月末に期
限満了となり， 11月に新協約が締結されるが，ただし警官のみは協約を拒否す
る。なおテネシー州メンフィス市のゴミ回収労働者のストライキには，低賃金
の他に人種差別問題があり，公民権運動家の支援をえて全国的な注目をあびる
が，その運動家の1人であるキング牧師は，メンフィスに来てデモ指導直前に
暗殺されている。また同市職員は， 65日間 (・2月~4月）のストライキによっ
て組合（アメリカ州・郡・市職員同盟）の承認と賃上げを市当局より獲得して
いる47)。
45) Monthly Labor Rゅiew,March 1965, p. _325; August 1965, p. 995 and Decem-
ber 1965, pp. 1417~1418. 
46) Monthly Labor Rゅiew,June 1967, p. 78; August 1967, p. 71 ; October 1967, 
pp. 63~64 and Decei:nber 1967, p. 6. なお 1963年，ある日本の記者はミネソク州
セント・ボールのボリス・ユニオンを訪れ， 「警部まで組合員」とやや驚きの報道を
している（『朝日新聞」昭和38年12月13日夕刊）。
47) Monthly Labor珈 iew,January 1969, p. 13. なおメンフィスについては Monthly
Labor Rゅ如， June1968, p. 78. 
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1976年 サンフランシスコ市は，市の熟練現業職員1,800人にたいし年5,300ドルにも達
する賃金カットを決定する。賃金カットの根拠は，民間の同等職務の賃金との
パリティを定めた市憲章の廃止は，市民による市職員賃金カットの要請をしめ
すものというにあったが，組合は，それは単なるパリティの撤廃にすぎないと
し， 39日間 (4月~5月）のストライキをおこなう 48)。
以上の公務員争議のなかでもっとも関心を呼ぶのは，おそらく警官のそれで
あろう。とくに1967年のデトロイト警官争議については，市当局者は警官の青
い制服に因んでそれを「青い流感」 ("anepidemic of blue flu")と呼んだが49),
それは，いい得て妙というだけでなく，その波及の凄まじさを如実に物語るも
のであろう。
バーバッシュによれば50), かかる公共部門全体の組合運動をミリクントなも
のたらしめたのは，アメリカ州・郡・市職員同盟 (theAmerican Federation of 
State, County and・Municipal Employees, 略して AFSCME)そのものの変貌にほ
かならないという。 その創立者アーノルド・ザンダー (ArnoldZander)時代の
AFSCMEは，いわば公務員組合の原型ともいうべき存在であって，団体交渉
とストライキよりはむしろ給与改定等の立法措置を求めるロビーイング（集団陳
情 "collectivebegging")を主たる活動手段としたが， ジェリー・ワーフ (Jerry
Wurf)がザンダーに代って指導権を握るにいたると， AFSCMEは直接的な団
体交渉を重視し，かつ政治活動を活発化するなどの新しいダイナミズムを身に
つけたというのである。ワーフの言葉をもってすれば「動脈に血の流れる真の
労働組合」が目標とされたのであって， その意味ではストライキ権の確保（た
だし警官と消防夫をのぞく）のごときは，かれの当然の要求であったといえるであ
48) Monthly Labor Review, June 19~6, p. 59 and January 1977, p. 33. 
49) Monthly Labor Review, August 1967, p. 71 and December 1967, p. 6. 
50) Barbash, op. cit., p. 263. なおこれと関連して公共部門の組合の類型やその利益追
及のパクーンの違いにも注目すべきであろう。これについては GeorgeH. Hilde-
brand, American Unionism: An Historical and Analytical Survey, Addison-
Wesley Co., 1979, pp. 87~89. 
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ろう。
2. 農場労働者の組織化
バーバッシュによれば帆農場移動労働者（とくにメキシコ系 Chicano)の運動
は公共部門における組合運動に次いで注目されるべきものだが，その特徴は，
シーザー・チャベス(CesarChavez)の個性的指導と切り離しては理解できない。
かれは，人種的少数派である農場労働者に人種的誇りを植えつけ，組合運動を
かれらの生活様式たらしめ，かつ周囲 (AFL-CIO,UAW, カソリック教会など）か
らの支援をも取りつけえただけではない。かれの禁欲的生活スタイルは，農場
労働者運動を一篇の叙事詩にまで高めえたのであって，その運動は，交渉型組
合というよりは革命的人種的高まりの様相を呈し，そのかぎり組合運動として
は弱点をもったといえるが，チームスターの組織競合にうち勝つには，ユニオ
ニズム以上の「ひとつの運動」ないしは「ひとつの理念」が必要だったという
のである。
叙事詩という形容の当否はともあれ，たんなるビジネス・ユニオンの枠内で
はチャベスの成功はなかったであろう。というのも組織対象が伝統的なビジネ
ス・ユニオニズムのそれとは異質だったからである。その故にこそ AFL-CIO
は，農業分野等にたいして， 産別組合部 (IndustrialUnion Department, 略して
IUD)による組織活動の強化を意図したわけだが (1960年）52), 他方議会も，アメ
リカ人労働者とメキシコ人労働者の労働条件の均等化を農場経営者に求め，連
邦法（いわゆる the"bracero" programにより収獲時にメキシコ人農業労働者を合法的
51) Bar bash, op. cit., p. 264. 
52) Monthly Labor Review, January 1961, p. 23. この年 AFL-CIOは産別組合部の
機構を改革し， かつ農業労働者組織化委員会 (theAgricultural Workers Orga-
nizing・Committee, 略して AWOC) にチャーターを発行しているのであって，
AWOCによれば，夏の終り時点でのカリフォルニアの組合員は 5,000人だったとい
う。
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に受け入れる法律）の修正をおこなっていたのである(1961年）53)。ただしその法律
も1964年末には失効となり，そのため労働条件の劣悪な外国人労働者の雇用は
低下し，農業季節労働者の将来見通しは好転したとされるのだが54), カリフォ
ルニアにおける農場労働者の組織化が本格化するのは， それ以後のことであ
る。その動きを年表ふうに記そう。
1967年 AFL-CIOの統一農場労働者組織化委員会 (theUnited Farm Workers 
Organizing Committee, 略して UFWOC)は， 1965年晩夏にカリフォルニア
で組織化闘争を開始し， 1年半の争議をへてディ・ジョルジオ (DiGiorgio) 
社との間に3カ年協約（適用者数 3,000人）を締結・署名する。大幅賃上げ，
保健・厚生・年金基金（労使共同運営）への使用者拠出 (25,000ドル）などが
その内容であって，先任権・苦情手続・組合保障はすでに与えられている。な
おこれは UFWOCの最大の成果だとされる55)。
1968年 UFWOCは，アメリカ・カナダの労働団体， 教会，公民権団体， その他の政
治団体の支持のもとにカリフォルニアのぶどう栽培業者にたいして組織化闘争
を開始し，その手段として同州産の食卓用ぶどうの全国的ボイコット運動をお
こなう（初夏）。
9月同州のワイン生産者ボール・メイスン社との間に3カ年協約が締結され
る。即時および以後各年の賃上げ，保健・厚生基金への使用者拠出，有給その
他の休暇，ユニオン・ショップ，チェック・オフ，安全衛生基準などが定めら
• れる。 11月おなじくワイン生産者のフィランツィア兄弟会社との間に賃上げ
53) Monthly Labor R印iew,January 1962, p.・7. なお農業労働者の災害補償や最低賃
金にかんして，若干の州（ウィスコンシン，カリフォルニア，イリノイなど）におい
ても改善がおこなわれている。
54) Monthly Labor Review, December 1965, p. 1415. なおメキシコ人受入れ法の失効
にみられるアメリカ政府の外国人閉めだし政策は，・諸種のインパクトを及ぼしたが，
日本派遣の短期農業労務者（アメリカの農業技術を学ばせ， 日本の農村近代化に役立
たせることを目的として10年来実施されてきたもの）の全員失業現象などはその一例
であろう（『朝日新聞」昭和40年4月3日，夕刊）。その後1972年カリフォルニアを訪
れた日本の記者は，同州の農業がなお「メキシコ人の貧しさに頼る」状況を報じてい
る（『朝日新聞」昭和47年11月17日）。
55) Monthly Labor Rゅiew,December 1967, p. 8. 
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協約が締結される。またシェ・ンリー産業会社との間にも 2カ年協約（賃J:.
げと保健厚生基金への使用者拠出にかんする）が締結される。ただし以上は
UFWOCのぶどうボイコットとは直接の関係はない。
なおこの年，公正労働基準法の1966年修正により， 2月大農場の最低賃金が
時間当り 1ドル15セントに引上げられる56)。
1969年 UFWOCが 1965年に開始したぶどう争議はなお続き，その過去4年間の長い
トンネルのなかで解決の兆がなかったわけではないが，争議による食卓用ぶど
うの売上低下と価格下落の影響もあって， 6月カリフォルニア州のぶどう生産
者（シェアー10%)は交渉再開のためのテープルにつき，争厳打開を予想させ
るが， 7月には会談決裂となる。生産者の大半は，農業労使関係の基本ルール
が法制化されるなら交渉再考の余地があるというが，・同時に交渉拒否の態度の
変らないことを表明する57)。
1970年 カリフォルニアのぶどう争議は5年を経過し，またぶどうボイコットは3年目
に入り，当事者間の感情的対立はきびしさを思わせるが，春以降に急転直下解
決にいたる。すなわち4月コーチェラ・バレー， 7月サン・ジョアクイン・バ
レー， 8月フレスノの各地域の栽培業者がそれぞれ解決にふみきり， UFWOC
は賃上げ，組合承認と交渉権，苦情手続，雇入れの組合関与，危険な殺虫剤の
使用にかんする労使合同委員会への代表選出などの協約をうる。
.UFWOCは，他の農産物労働者の組織化にむかうが，チームスター組合（農
産物加工部門とならんで農場をも組織ずみ）との縄張り調整の必要に直面し，
10月 AFL-CIO会長ジョージ・ミーニーとチームスター’組合長フィッツシモ
ンズとは，カリフォルニア野菜地帯について UFWOCは農場労働者を，また
チームスターは農産物加工労働者をそれぞれ縄張りとすることに基本的に合意
する58)。
1973年 1970年10月のミーニーとフィッツシモンズの合意により，カリフォルニア農場
の組合縄張り紛争は休戦に入ったものと予想されたが， 1970年および1971年締
56) Monthly Labor Review, November 1968, p. 68 and January 1969, p. 14. 
57) Monthly Labor Review, January 1970, p. 38. 
58) Monthly Labor Review, June 1970, p. 80; July 1970, p. 79; September 1970, 
p. 58; October 1970, p. 54; November 1970, p. 63 and January 1971, pp. 9 
~10. 
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結の協約がこの年に期限満了となるに及んで，紛争が再燃する。すなわち4月チ
ームスター組合は，従来ほぼ統一農場労働者組合(theUnited _Farm Workers, 
賂して UFW)と交渉関係にあったコーチェラ・バレーの15業者との間に4カ
年協約を締結し， 5月にはサン・ジョアクイン・バレーでも同様の協約を結
ぶ。チームスター協約と旧 UFW協約との主たる相違点は， 前者が雇入れに
かんして労働手配師の旧慣行の再導入を認め，かつ殺虫剤の規制を後者よりも
緩和したことにある。 UFW会長シーザー・チャベスは， ストライキとボイ・
コットをもってこれに対抗すると声明し， AFL-CIOとその傘下組織も財政的
・人員的支援を約束したと される。チームスターと UFWとの話し合いはお
こなわれるが，チームスターがさらにデラノのぶどう栽培業者大手30社との協
約締結を発表するにおよんで (8月）中止される。秋になって両組合のトップ
会談がおこなわれたが成果なく，フィッツシモンズは，自組合の新協約はあく
まで尊重すると発表 (11月）59)。
1975年 6月初めカリフォルニア州にアメリカ最初の州農業労働関係法 (theAgric・
ultural Labor Relations Act)が成立する。農業労働者の無記名投票による
交渉代表選出権（連邦法の対象外）を与えるもので，知事任命の5人制の農業
労働関係委員会 (theAgric_ultural Labor Relations Board, 略してALRB)
を設け，これに代表選挙の管理と不当労働行為申立ての処理をさせる。この法
律の目的のひとつは， チームスターと UFWとの縄張り争いの解決にあった
が， 法制定後の交渉代表選挙では， チームスターの勝った選挙は 98(労働者
10,400人を代表する）， UFWのそれは168(おなじく15,800人）であった60)。
1976年 前記のカリフォルニア州農業労働関係法については，農業労働関係委員会に予
算措置を講ずるための州憲法修正が拒否されたれめ，同委員会の活動は困難を
予想されたが， 1月には交渉代表選挙がおこなわれ， UFWは192の選挙で，
またチームスターは 119の選挙で勝つ。 なお UFWは，プェルト・リコ人を
もっぱらとする東部農場で，無所属中立の農業労働者組合 (theAssociation 
59) Monthly Labor Review, March 1973, pp. 73~74; May 1973, p. 64; July 1973 
pp. 59~60 and January 1974, p. 19. 
60) Monthly Labor Review, August 1975, p. 4,7 3:nd January 1976, p. 12. 
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of Agricultural Workers)と合体して 6,000人を組織する61)。
1978年 UFW会長ジーザー・チャベスは，カリフォルニアのぶどう，レタス，ワイン
にたいするボイコット運動の終了を宣言する62)。
以上の事実関係をみると， 1960年 AFL-CIOによる農業組織化強化の決定
→ 1965年 UFWOCによるカリフォルニアの組織化開始→1967年ディ・ジョ）レ
ジオ社との協約締結→1968年ワイン 3社との協約締結ならびにカリフォルニ
ア産ぶどうボイコットの開始→ 1970年ぶどう裁培業者との全面解決ならびに
UFWOC対チームスターの縄張り合意→ 1973年チームスクーによるUFW縄
張りへの侵入→1975年カリフォルニア州農業労働関係法の成立と交渉代表選挙
による前記縄張り紛争の解決→1978年ぶどうボイコット終了宣言という一連の
動きによって，農場というフロンティヤーにおける組織活動は一段落を告げた
ことがわかる。さらに深く立ちいれば， 1968年の動きには「怒りのぶどう」と
いう表現63)が適切であろうし，また1970年の解決が「合衆国農業労働者の団体
交渉史における最重要の勝利」と評価され，その勝利の原因がボイコット戦術
の成功に求められたことも64), よく理解されるというものであろう。
3. 公共政策の積極的展開
1960年代以降アメリカの労働組合運動がバーバッシュのいう「再生」をなし
えた契機としては，立法と行政が組合運動の内外の諸領域において諸種の配慮
を示すようになったことが，やはり大きい意味をもつであろう。その諸領域と
は，マンパワー問題，公民権その他差別問題，インフレーション問題，安全衛
生・労働福祉問題であり，また諸種の配慮とは，それらの領域にかんして制定
61) Monthly Labor Review, August 1976, pp. 48 ~ 49; October 1976, p. 52 and 
January 1977, p. 35. 
62) Monthly Labor Review, July 1978, p. 44 and January 1979, p. 63. 
63) Monthly Labor R函 ew,January 1969, p. 14. 
64) Monthly Labor Review, January 1971, p. 9. 
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された立法ないし行政上の政策・措置などであって，具体的には以下にのべる
とおりである。もちろんそのような領域区分は便宜的なものであり，たとえば
インフレーション問題とマンパワー問題，マンパワー問題と公民権・差別問題
のごときは相互に密接な関連があろう。だがとりあえずそのような区分にした
がって個別的に論じることにしよう。
(1〕 マンパワー問題。 1960年代以降のいわゆる積極的マンパワー政策につい
ては，語られることがあまりにも多い65)。この政策が，救済のための費用支出
としてよりは能力開発＝福祉増進のための投資支出として雇用対策をとらえ，
また財政・金融手段による労働・需要拡大策としてよりは需要に対応した供給策
としてそれを考えていることは，周知のところであろう。具体的な法律はつぎ
のようである。
1961年地域再開発法 (theArea Redevelopment Act) 
1962年労働力開発訓練法 (theManpower Development and Training Act) 
1963年職業教育法 (theVocational Education Act) 
1964年経済機会法 (theEconomic Opportunity Act) 
1965年公共事業•経済開発法 (thePublic Works and Economic Development Act) 
1973年総合雇用訓練法 (theComprehensive Employment and Training Act) 
そのいずれも名称から内容が容易に察知されるものばかりだが，若干の注釈
を加えれば，地域再開発法は，失業の深刻な地域の産業復興と雇用増進という
政策のもとにおける失業者の再訓練を定めており 66), また労働力開発訓練法
65)労働経済学の観点からみたマンパワー政策については，島田晴雄「労働経済学のフロ
ンティア」（綜合労働研究所， 1977年）第5章「マンパワー政策の理論と現実」，また
マンパワー政策そのものの概観については，水野義弘「アメリカのマンパワー政策」
（『日本労働協会雑誌」 No.17, 1968年12月）が要領をえている。
66)この法律と労働組合との関わりをいえば，労働省の所管事項として徒弟制度設置の援
助や熟練工等の職場訓練を定めているが，その訓練計画については，労働組合は，当
然のことながら平素から労働省の現地職員と連絡を密にしなければならないであろ
う。なお「日本労働協会雑誌J(No. 37, 1962年4月）の「各国における労働者再訓
練政策」。
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は，労働省による労働力需給の動向調査を参照しつつ失業者の職業訓練機関へ
の組入れ，職場内訓練，実験的訓練計画の実施をめざす67)。職業教育法は，職
業学校の拡充と高校卒業者への進路指導の強化ならびに中学における職業教育
の拡充をうたう。やや解説を要するのは経済機会法であって， これはジョン
ソン大統領の「貧困との闘い」 ("Waron Poverty")の具体的表現のひとつであ
ろうが，その骨子は，貧しい中途退学者を収容して訓練する「職業部隊」 (the
Job Corps), 貧困青少年に学校復帰・教育継続・労働訓練の機会を与える「近
隣青少年部隊」 (theNeighborhood Youth Corps), 貧困学生に稼得機会を与え
る「労働・勉学計画」 (theWqrk-Study Program) などからなる。• この事業を
推進するためのスローガン「昨日の技術で明日の幸福は買えない」は，よくで
きているというべきであろう 68)。公共事業・経済開発法は，・地域再開発法を発
展させたものである69)。最後の総合雇用訓練法は，以上のマンパワー政策の集
大成ないしは頂点ともいうべきものであって，「一貫した弾力的な全国的マン
パワー政策」の樹立を狙ったものとされる70)。
(2) 公民権その他の差別問題。この領域における劃期的な立法としては，同
一賃金法，公民権法；雇用の年令差別禁止法，雇用機会平等法，年令差別禁止
67)この法律の実施については， 労働組合としては電機 (IEU), 自動車 (UAW) など
が職場訓練で，また建築技師 (IUOE), 大工 (UBCJA)などが徒弟訓練に積極的な
援助をしたという（水野前掲論文， 18ペー ジ）。
68)この辺の事情は当時の日本の新聞も伝えている（『朝日新聞」昭和40年4月30日）。そ
れによれば空前の求人難で初任給はうなぎ上りだというのに，黒人，非熟練労働者，
新規労働力参入者の失業率の高いのが特徴だという。
69)具体的には，労働力と産業が東西両海岸，五大湖周辺，都市部へ移動することにより
見捨てられた地域を援助するものだが，その特長は，地域間のジョップ移動を計ると
いうよりは公共事業その他の経済開発によって新しい雇用機会をつくろうというもの
(Monthly Labor Review, December 1965, p. 1414) 。•
70) Barbash, op. cit., p. 265. なお総合雇用訓練法の意義と概要については Monthly
Labor Review, June 1974, pp. 10~16, その 1978年10月修正については United
States Department of Labor Si功,-SeventhAnnual Report Fiscal Year 1979, 
pp. 1~17. 
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法改正法があげられる。以下にその最小限の注釈を加えておく。
1963年同一賃金法 (theEqual Pay Act) --ttを理由とする賃金差別を禁じたも
のだが，ただし同一労働 (equalwork)についての差別に限定される71)。
1964年公民権法 (theCivil Rights Act) 第 7 編一~人種，皮膚の色，宗教，性別，
出身国籍を理由とする採用，解雇，昇進その他労働条件および組合員資格等に
かんする差別扱いを禁じ， その救済処理機関として雇用機会平等委員会 (the
Equal Employment Opportunity Committee)を設けるというもの72)。
1967年雇用における年令差別禁止法 (theAge Discrimination in Employment 
Act) -40オ~65オの労働者を適用対象とし， 年令を理由とする雇用上の差
別を禁じようとするものであって，禁止される差別行為とは，雇入れ，解雇，
賃金その他の雇用条件の差別，組合員資格等の差別，職業紹介上の差別などを
さす73)。
1972年雇用機会平等法 (theEqual Employment Opportunity Act). -1964年公
民権法第7編を改正したものであって，その内容は，旧法では雇用機会平等委
員会に差別禁止を強制する権限がなかったため，雇用差別の差止命令を連邦法
廷に求めて提訴できるようにしたもの74)。
1978年年令差別禁止法改正法一連邦公務員をのぞく適用労働者の年令上限を65オか
ら70オに引き上げ，年令による雇用差別の法的保護を65~70オ層にまで拡大す
71)なおこの法律は．公正労働基準法 (theFair Labor Standards Act)第6条修正の
形をとったため，その適用範囲は同基準法と同一である。 Monthly Labor Review, 
July 1963, pp. 835"."-'836をみよ。
72) Monthly Labor Review, September 1964, p. 1072 and December 1964, p. 1390. 
73)『日本労働協会雑誌』 No.234 (1978年9月） 62ペー ジ。
74)この法律の邦訳文については「日本労働協会雑誌』 No.185 (1974年8月） 49~58ペ
ジー。
75)改正法の邦訳文については「日本労働協会雑誌』 No,273 (1981年12月） 63~67ペー
ジ。改正にいたる審議状況等については『日本労働協会雑誌」 No.234 (1978年9
月） 63~66ページ。法の施行状況等については花見忠氏「アメリカ年令差別禁止法
の施行状況と問題点」（『日本労働協会雑誌」 No.273, 54~62ペー ジ）， また労働供．
給との関連より論じたものとしては桑原靖夫氏「アメリカにおける中・高年問題の展
開」（『日本労働協会雑誌」 No.250, 1980年1月， 37~48ページ）が参照されるべき
であろう。
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るというもの75¥
以上は諸種の差別にたいするアメリカ社会の取組みの真剣さを物語るもので
あろうが，従来からもかかる努力がなかったわけではない。たとえば人種差別
については，交渉代表は交渉単位内のすべての労働者を公正に代表するべきだ
とする「公正代表義務の法理」から，タフト・ハートレー法下でも不当労働行
為手続による救済が与えられてきてはいる。ただしそのために，公民権法第7
編 (706条C項）が組合の差別行為を禁じてのちは，全国労働関係委員会 (NLRB)
と雇用機会平等委員会 (EEOC)との間に管轄競合が生じたという問題はのこ
る76)。また反差別立法が以上のように整備されたというのになお不備な点はあ
り，たとえば同一賃金法は同一労働についての性差別を是正するにすぎず，公
民権法第7編によって賃金の性差別是正を提起するには，法廷は，「同一」で
はなく「同等の価値」 ("comparableworth")の労働についても差別是正を認め
るという新たな法理の展開を必要としたのである 77)。
それはともあれ以上の諸立法の効果は顕著であって，いくつかの差別是正例
がみられる。たとえば 1974年政府（労働省）は，カリフォルニア州スタンダード
石油にたいして1971~73年の間の40オ以上の被一時解雇者160名に総額200万ド
ルの年令差別是正支払いを命じたし78¥おなじく同年政府はアメリカ電信電話
会社をして，下級管理職（女性） 7,000人にたいしてバックペイ 700万ドルをふく
76) 奥山明良「アメリカの雇用における人種差別とその法的敗済—特に救済機関の競合
について一ー」（『日本労働協会雑誌JNo. 233, 1978年8月， 15~27ページ）は，こ
の点に詳しい。
77)この「同等の価値」 ("comparableworth")理論への関心は， とくに 1981年に高ま
ったという (MonthlyLabor Review, January 1982, p. 28)。 なお事件は，オレゴ
ン州ワシントン郡刑務所の 4人の女性看守が男子よりも35形給与が低いと訴えたもの
だが， 連邦地裁は， 原告の仕事は男子と同一でないとして男女同一賃金法になじま
ないと判断したものの， 最高裁は， 地裁判断を斥けて事件を差し戻した (M加th!y
Labor Review, August 1981, pp. 61~62)。
78)『トレンズ」 21号， 78ページ； Monthly Labor Review, July 1974, p. 70 and Ja-
nuary 1975, p. 13. 
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め性差別是正額3,000万ドルを支払うことに同意せしめている79)。さらに 1977
年NBCは，女性職員2,800人にたいする200万ドルの性差別賠償支払の和解に
応じている。一方その背景では女性の職場進出は空前のものとなっており，
「婦人の差別待遇の張本人は組合そのもの」といった状況は過去のものとなっ
たという80)。面白いのは1980年 AFL-CIO執行評議会メンバーに始めて女性
（衣服繊維労働組合副会長ジョイス・ミラー）の登場したことであり81), これが一大
英断であったことは否定できないにせよ，執行評議会欠員の充足方針と公民権
法とのディレンマに苦悩した AFL-CIOの妥協ぶりを知っておくことも必要
であろう82)。
なおこれと関連して，建設産業における人種差別是正の動きにもふれておく
必要がある。すでに1963年の春・夏，建設産業における人種差別の問題化は頂
点に達し，フィラデルフィア，ニューヨークその他では黒人の激しい抗議行動
がみられたのであって， AFL-CIOも，雇用機会の平等化のために地域の労
働組合と協力する委員会をもうけ， みずからの組織（建築労働部）をつうじて関
係組合に人種差別慣行の撤廃を要請するなどの行動にでている83)。1969年は人
種問題がさらにエスカレートした年であって， 8月ビッツバーグで始まった黒
人デモは， 1カ月後には人種をこえた一連の一大抗議行動「黒人の月曜デモ」
("Black Mondays'.')にまで発展し， シカゴ，シアトル，バッファロその他でみ
られるところとなった。同年6月労働次官補アーサー・フレッチャーは，連邦
建設事業における・少数人種雇用を促進するための計画（「フィラデルフィア・プラ
ン」 "PhiladelphiaPlan")を発表したが，労働省は，議会内の一部反対にもかか
79) Monthly Labor Review, August 1974, p. 87 and January 1975, p. 13. なお「日
本経済新聞」昭和49年6月18日もこれを伝える。
BO~ 『トレンズ」 12号， 83ペー ジ。
Bl) Monthly Labor Review, October 1980, p. 53 and January 1981, p. ・20. 
82) A. H. Raskin, "The Road to Solidarity", The New Leader, November 30, 
,1981, pp. 12~13. 
83) Monthly Labor Review, December 1963, p. 1403. 
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わらず同計画の推進を決意し， 10月にはフィラデルフィアにおいて同計画によ
る最初の請負契約をかわすことに成功している84)。なお 8月にヒ°ッツバーグで
始まった前記の騒ぎをマンスリー・レイバー・レヒ・・ユー誌は「真夏の夜の夢」
と形容するが，さてシェークスビアはなんというか。
翌1970年 1月労働省は， 19都市でフイラデルフィア型のプランを実施する用
意のあることを発表し，それにおうじて若干の都市はそれぞれ任意のプランを
発展させたが，同年のプラン実施目標は予定より早く達成されたという 85)0 
(3) インフレーション問題。この問題は，一般に行政がもっとも関わりをも
つテーマであり，ニクソンの所得政策などはその最たるものであろうが，この
点で労使関係領域への行政機関の介入の目だちはじめるのは，とくに1960年代
に入ってからである。以下その動きを年表的に記しておく。
. 1961年 ケネディ政権は， 2月大統領の労使政策諮問委員会 (the Advisory Com-
mittee on Labor-Management Policy)を発足させる。労・使・政府の三者
構成の機関であって， 団体交渉制度と産業平和の維持，健全な賃金・物価対
策，オー・トメーション対策について大統領に進言することを任務とする86)。
1962年大統領経済諮問委員会 (theCouncil of Economic Advisers, 略して CEA)
は，同委員会年次報告の生産性変化にもとづき賃金・物価のガイドラインを提
出するが，平時にかかる措置のとられたのは最初のことであり， ここにガイ
ドボスト政策は始まる。この年ガイドライン論議が続き，その過程でケネディ
は， USスチールの鉄鋼値上げを72時間キャンペーンにより撤回させる。
なお前年設置の労使政策諮問委員会は，オートメーション，団体交渉，外国
84) Monthly Labor Review, November 1969, pp. 72~74 and January 1970, pp. 34 
~35. なおフィラデルフィア・プランによれば， 50万ドル以上の連邦請負の競争入札
者は，請負契約条項の定めにしたがって自己の少数人種雇用プランを提出することを
求められる。
85) Monthly Labor Review, January 1971, p. 5. 
86) Monthly Labor Review, April 1961, pp. 412~413 and January 1962, p. 1. 「日
本労働協会雑誌」 No.25 (1961年4月） 52ペー ジ。
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貿易，財政金融政策についてそれぞれ報告書をだす87)。
1966年 CEAは， 旧方式（過去5年間の平均生産性上昇率）に代えて新方式（戦後の
全期間にわたる生産性変化）により，この年のガイドボストを 3.2%と発表す
るBB)。
1970年 ニクソン大統領は，同年の経済安定法により全国生産性委員会 (theNational 
Commission on Productivity)を設置する。公益・労働・産業より各6名，
連邦政府より_5名の計23名で構成され， CEAの発令する「インフレーション
警告」 ("inflationalerts")の検討とそのための調査研究をその任務とする
88)。
1971年 8月15日ニクソンの反インフレーション計画の第1段階始まる。すなわち賃金
・物価・賃貸料の90日凍結を実施する90)。
10月7日大統領は前記凍結解除後の経済統制案（第2段階）を発表する91)。
1月14日ニクソンの反インフレーション計画の第2段階始まる。すなわち賃
金・物価・賃貸料の統制はインフレーションが沈静するまでの無期限とし，利
子・配当についても必要におうじて自主抑制をおこなわしめ，そのための機関
として物価委員会 thePrice Commission (公益代表7名）と給与委員会the
Pay Board (公益・労働・産業より各5名の計15名）を設ける92)。
1973年 1月1日ニクソンの反インフレーション計画の第3段階始まる。すなわち強制
87) Monthly Labor Review, January 1963, pp. 14, 15~16. なお CEAについてはエ
ドワー ド・ S・フラッシュ 2世「経済学とアメリカの政策」（『トレンズ」 No.5)。
88) Monthly Labor Review, December 1966, p. 1356. 
89) Monthly Labor Review; January 1971, p. 5. また「日本労働協会雑誌」 No.136 
(19'!0年7月） 52ペー ジ。
90) Monthly Labor Review, October 1971, pp. 70~71, 73 and January 1972, p. 15. 
また「日本労働協会雑誌」 No.150 (1971年9月） 62~63ペー ジ。
91) Monthly Labor Review, December 1971, pp. 78~79 and January 1972, p._ 15. 
なお 10月7日発表のニクソンの統制第2段階については，．同日ホワイト・ハウスか
ら解説文書がだされている。同解説文書の邦訳ならびに第2段階の内容については，
『日本労働協会雑誌」 No.152 (1971年1月） 49~54ペ-ジおよび 55~59ペー ジ。
92) Monthly Labor Review, January 1972, pp. 17~18. 「日本労働協会雑誌」 No.153 
(1971年12月） 31~35ページ。なお第2段階における給与委員会，物価委員会，利子
配当委員会のガイドボスト発表文の全文邦訳については，おなじく74~77ペー ジ。
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的な賃金・物価統制は基本的に終りを告訊一部（食品加工・小売，建設，保
健）をのぞき現行の統制計画は，自ら管理しかつ自主的に遵守されるべきもの
となる。また生計費審議会 (theCost of Living Council)のなかに給与部
と物価部を設け，従来の物価委員会と給与委員会はこれを廃止する。と同時に
10名の労使諮問委員会 (theLabor-Management Advisory Committee) 
を設ける93)。
6月131:fニクソンは，ほとんどの物価を向う最高60日間凍結する行政命令を
発する（第3段階の軌道修正）94)。
7月18日ニクソンは，前記凍結終了にそなえて新しい政策（第4段階）を発
表する。すなわち価格凍結の基本として価格引上げはコスト増分のみとされ
（コスト増に利益の上乗せは許されない），コスト増の計算起点は 1972年末と
する。また第2および第3段階の賃金ガイドライン (5.5形）は， 存続させる
というもの95)。
8月13日ニクソンの反インフレーション計画の第4段階始まる。その内容は
7月18日に発表ずみだが，値上げの「10%,レール」（認可される値上げ幅は製
品グル-プの加重平均とし，特定品目については当該平均を10%の範囲内で上
回ることができる）などの弾力的措置がこうじられる96)。
1974年 ニクソン所得政策の法的根拠となった1970年経済安定法の期限切れにともな
ぃ，ニクソンの反インフレーション計画の第4段階は4月30日廃止される97)。
8月フォード大統領のもとで賃金物価安定審議会 (theCouncil on Wage 
93) Monthly Labor Review, February 1973, pp. 63~64 and January 1974, p. 9. ま
た「日本労働協会雑誌JNo. 167 (1973年2月） 58~62ペー ジ。
94) Monthly Labor Review, July 1973, p. 59 and January 1974, p. 10. また「日本
労働協会雑誌」 No.172 (1973年7月） 48~49ペー ジ。・ とくに行政命令の全文邦訳
は，おなじく 50~52ペー ジ。
95) Monthly Labor Review, September _1973, p. 87 and January 1974, p . 1. また
「日本労働協会雑誌」 No.173 (1973年8月） 60~64ペー ジ。
96) Monthly Labor Review, January 1974, p. 1. また「日本労働協会雑誌」 No.174 
(1973年9月） 49~52ペー ジ。
97), 98), 99) Monthly Labor Review, June 1974, p. 68 ; October 1974, p. 73 ; 
November 1974, pp. 66~67 and January 1975, pp. 3, 7. また「日本労働協会
雑誌」 No.187 (1974年10月） 48~51ベー ジ。
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and Price Stability)が設置される98)。
9月超党派的に支持される経済政策の立案に資するためとて経済サミットが
開かれる。すなわち9月5日の第1回予備会議を皮切りに全国各地で12回の予
備会議が開かれ，さらに9月28日と29日の両日ワシントンにて議員，閣僚レベ
ルの高官，予備会議からの代表 800人の参加をえて最高会議開催される。大統
領は同会議の議長をつとめる99)。
1978年 10月カーター大統領は任意的反インフレーション計画を発表する。すなわち強
制的な統制を廃し，連邦政府の政策プランにたいする労使の協力と犠牲を求め
るもので，まず政府側では連邦職員数の制限，不要規則の撤廃，経済への競争
原理導入，減税の抑制をつうじて自らのインフレーションにたいする姿勢を示
し，使用者にたいしては諸種の賃金改定に・よる賃金支払総額の増加を年率7彩
以内に抑えるよう求め，かつ労働者にたいしては実質賃金保障（インフレーシ
ョン率が7%を超えた場合の戻し税）を考慮するというもの。当面の物価上昇
の目標は5.75彩とする100)。
12月カーターは前記プランを若干変更し，年金給付にかんする支出増はこれ
を7彩制限の枠外とし，また健康保険料改定については最初の7%引上げのみ
を前記7彩制限の枠内とするように改められる101)。
1979年 9月政府と労働組合 (AFL-CIO,UAW, チームスター）との間でインフレー
ションとの闘いを推進するための「国民的合意」 ("nationalaccord")が成立
する。年率13彩を超える消費者物価上昇に直面した政府がその対策について労
働界の意見を徴したところ， これが政府と組合との交渉をもたらしたという
もの。合意の内容は， 財政支出の抑制，経済変動の抑制， 輸入石油依存の脱
却，輸出の促進，輸入を原因とする失業者の援助，安定せる生活労働条件の確
保のために「合意」当事者は双方とも絶えず努力をするというもので， その
ため給与諮問委員会 thePay Advisory Committee (三者構成15名， のち
に18名）を設けて賃金物価安定審議会に必要な勧告をさせることが合意され
100) Monthly Labor ljeview, December 1978, p. 74 and January 1979, p. 59. なお
カークーの人員削減案（連邦職員の新規採用停止と欠員補充抑制により次年度に 2
万人削減）は，『日本経済新聞」（昭和53年10月29日）も大きく報じている。
101) Monthly Labor Rev螂 January1979, p. 59; February 1979, p. 67. 
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゜
1981年・レーガンの登場によりカーターの任意的な反インフレーション・プログラムは
終焉するにいたる (1月）103) 0 
さて以上の歴代政府の反インフレーション政策をみるとき，誰の目にも際だ
った存在として映るのはニクソンの所得政策であろう。その評価は見方にもよ
ろうが，ウォルター・ギャレンソンなどは，政府をして第 1段階の政策にふみ
きらせたインフレーション状況は誰しも認めるところであったし，第2段階は
アマチュア的な統制不手際にもかかわらずインフレーション緩和の方向に作用
する経済状況に恵まれ，第3段階では統制に倦いて一息つこうとしたためイン
フレーションの気配が再燃したものの，第4段階では巧妙な運用（ジョン・ダン
ロップ教授のごとき老錬の玄人による，弾力的なケース・バイ・ケースの）の故に全般
的な成功を収めたという 104)。それはともあれ問題はニクソン時代をふくめた
歴代政府の政策にたいする労働界の対応であろうが，それはかならずしも協力
的でなく，ときには敵対的ですらあった105)0 
まずケネディの労使政策諮問委員会についていえば，インフレーション抑制
もさることながら労使関係の安定が基本目標であり，その設置は労使自身の希
望でもあって，それをうけたゴールドバーグ労働長官の発案によって実現した
ものであったから，問題はない。またジョンソン時代の経済諮問委員会(CEA)
によるガイドライン算出基準の変更も，ガイドライン安定化の必要と低い生産
性上昇率の予想のもとでは，労働側がどう抗議しようと，それに格別問題のあ
った様子はない。やはりトラプルの発生はニクソン時代であろう。
とはいうものの1970年の全国生産性委員会設置の段階では，組合の態度は賃
102) Monthly Labor Review, November 1979, pp. 59 ~ 60 and February 1980, 
pp. 1, 13. 
103) MonthかLaborReview, January 1982, p. 21. 
104)ウォルター・ギャレンソン「最近のアメリカ労働市場における諸問題」（『日本労働
協会雑誌」 No.185, 1974年8月） 34~35ペー ジ。
105)以下は註89)から103)までに掲げた資料による。
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• 金抑制をたんに警戒するというにあった。だが翌年の賃金物価の90日凍結は，
この組合態度を決定的なものとしてしまう。 AFL-CIOは政府側と話しあった
が，会談は物分れとなって結局は AFL-CIOの政府非難の声明に終り， 傘下
組合も一斉に反挽したことはいうまでもない。第2段階突入直後の AFL-CIO
大会では，ニクソンはわざわざ大会に出むいて支持を訴えたというのに，誰も
拍手はせず，また演壇から出口にむかうニクソンにたいするミーニー会長の態
度は，まことに失礼かつ挑戦的なものであった。このエビソードはあまりにも
有名である106)。遂に 1972年には，政府の前年設置した給与委員会が港湾労使
の自主妥結した賃上げ(20.696)を 14.9形に引下げて承認するという事態が生じ
たため，同委員会の労働側委員 5名のうちチームスター会長フィッツシモンズ
をのぞぐ4名は，これに抗議して委員会を去った107)。第 3段階の 60日凍結に
おいて賃金がその対象外とされたことは，かかる空気と無関係ではあるまい。
過去の反省から弾力的な統制を試みた第4段階は，必然的に食品価格の高騰を
まねき，そのかぎり組合側の反応も冷やかだったというべきだが，一部の現実
的組合幹部（たとえば UAWのウッドコック会長）がそれを「受けいれられる」と
したことは，注目すべき動きであろう。
統制にたいする労働組合の神経過敏さは，ニクソンが去ってもかわらない。
フォードの賃金物価安定審議会が業種別のガイドラインを示唆すると，ミーニ
ーは，ガイドラインも賃金統制と同様に有害だと反論したし，またフォード提
唱の国内経済サミットの予備会議でも，かれは，統制が賃金抑制に終ってしま
う点を強調しているのである 108)。 したがってカーターが自己の反インフレー
106)『日本労働協会雑誌』 No.153 (1971年12月） 33~34ペー ジ。
107) Monthly Labor Review, May 1972, p. 63 and January 1973, p. 17. なお『日
本労働協会雑誌」 No. 157 (1972年4月） 48~51ページおよび「朝日新聞」昭和47年
3月24日夕刊。
108)ただしフォードのために弁ずるなら， その登場が， ウォーターゲート事件の所産で
あっただけでなく， 石油危機直後の困難な状況下でもあった点を考慮すべきであろ
う。 1975年 1月失業率が 8.2%という戦後最高水準に達し， フォード路線への批判
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ション計画を任意的なものとし，しかもそれをその年 (1978年）の協約交渉のほ
ぽ完了した時点で発表したことは，労働界との関係よりみれば賢明であった。
その翌年，社会契約のアメリカ版ともいうべき「国民的合意」が成立したが，
それは AFL-CIOに代表される組合界との交渉の結果であったのであるから，
なおのことそうであろう 109)。 だがそのことは， カーターの政策がインフレー
ション抑制効果に乏しかったことを物語るものであり，レーガンが前任者の政
策をそのように評したことも，ー理あったというべきであろう。
〔4) 安全衛生•福祉。この領域で特筆するべきは， 1970年の労働安全衛生法
(the Occupational Safety and Health Act, 略して OSHA)と 1974年の雇用者退
職所得保障法(theEmployment Retirement Income Security Act, 略して ERISA)
であろう。
労働安全衛生法 (OSHA)については，その伏線として前年 (1969年）の「肺塵
症」 ("blacklung" or・'pneumoconiosis")対策運動を見落してはなるまい。とく
に医師たちの強力な啓蒙運動と炭鉱夫のストライキによる支援もあり，またか
かる支援ストを差止められないとの法廷判断もあり，その年ウエスト・バージ
ニア州議会は肺塵症補償法案を通過せしめ，同法案は 3月に知事の署名を得て
法律となった。一方連邦議会では， 1968年11月のウエスト・バージニア州ファ
ーミントンの炭鉱災害（死者78名）を機に炭鉱安全法案がすでに提出されていた
が，いまやニクソンは，ジョンソン時代のこの提案を自己のものとして推進し
ようとしたのであって，ここに1969年10月，連邦議会は炭鉱衛生安全法案を通
過せしめたのである，その内容は，肺塵症および鉱内爆発を防止するための一
（フォードの新経済・エネルギー計画はエネルギー対策に偏りすぎて失業対策が不充
分である）が高まったのは， やむをえないに Lても同情ばできよう。 なお「H本経
済新聞」昭和50年2月8日夕刊および5月11日朝刊。
109)とはいうものの労働界のジョージ・ミーニーの反対姿勢は伝説化しており， カー タ
ーのインフレ政策が構造インフレの逆風に脅かされるだけでなく， 批判・中傷に苦
しんでいたとの元 CEA委員長の見方もある。 ウォルター・ヘラー「インフレの克
服，カーター政権の対策」（『トレンズ』 47,1979年8月， 65~66ペー ジ）。
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連の措置（炭塵許容水準の設定，ガス発生防止，電気系統の安全強化など）を定め，か
つ肺塵症による労働不能者にたいしては救済のための支出をおこなうというも
のであるno>。
1970年連邦議会は，炭鉱以外の一般職場（労働省の推定では 410万の作業現場で働
く5,700万人）を対象とする労働安全衛生法を通過せしめた。ただしその発効は
翌1971年4月のことである。この法律が革命的とさえいわれた理由は，それが
まず政府（労働長官）に安全衛生基準の設定権限を与え，その違反者には刑事罰
を定め，また使用者には政府にたいして労働災害・疾病にかんする報告をなす
義務を課し（そのためには告発も辞さない）， さらに労働者にたいしては連邦監督
官に随行してその監督活動に直接関与する権限を与えた点にあるlll)。法施行
後の 7月から翌1972年 4月までの10カ月間に立入り検査のおこなわれた事業所
数は23,662カ所，違反件数は 75,864件（うち重大な違反は2彩）というが，法律の
性格上その実施に諸種の問題の生じたことは事実であって，労働組合がこの法
律を全面支持したのは当然としても，たとえば議会は法実施責任をもつ労働省
の不手際を批判し，逆に企業側は立入り検査の行きすぎを攻撃し，かつ一部適
用対象（零細雇主や農業）の除外を唱えたりしたのである 112)。
安全衛生はすぐれて民間労使の交渉事項であるから，前記の連邦立法がこの
問題にかんする民間労使の意識を高めたであろうことは，推察にかたくない。
1973年の石油争議はその例であろう。同年1月の石油・化学・原子力労働組合
110) Monthly Labo,r Review, Januar";(1970, pp. 35~36. なおその後 1978年には，塵
肺症給付改革法（受給資格制限を一部撤廃したもの）が成立している (Monthly 
Labor Review, January 1979, p. 64)。
111) Monthly Labor Review, February 1971, pp. 75~76 and January 1972, ・pp. 24 
~25. なお労働者の監督立ち合いは， 当然のことながら企業秘密露顕の不安を使用
者に抱かせたため，労働省は，使用者が検査に先立って企業秘密にかかわる (sen-
sitive)場所を確認し，権限をもたない人物の立入りを拒むことを認めた (Monthly
Labor Rev紹wJanuary 1972, p. 27)。
112)『トレンズ」 7,80ペー ジ。
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(the Oil, Chemical and Atomic Workers, 略して OCAW)とアメリカ石油テクサ
ス工場との 2カ年協約は，メジャー各社にたいする協約モデルを意図したもの
だが，それには通常の賃金・諸給付の条項以外に安全衛生にかんする条項があ
り，それが議論を呼んだ。それによれば，会社は労使の同意する第三者のコン
サルタントをして労使安全衛生委員会に必要な報告をおこなわしめ，かつ同委
員会は定期的に調査・検討・勧告をおこなわねばならないのであるが，他方従
業員は安全衛生にかんする情報を会社に要求することができるのであって，そ
の結果生じた安全衛生上の紛争は，それを苦情仲裁手続に委ねることができる
というのである。メジャーの大半はこの協約に倣ったが，・シェル石油とシェル
化学は安全条項について譲歩しようとせず，そのため 5州にまたがり 4カ月
のストライキが発生した。シェルの主張は，労使同数の安全衛生委員会の設置
は，安全衛生以外の問題についても組合に過大な発言権を与えるおそれがある
というにあった。 5月ヒューストン工場で妥協が成り，これが争議を終焉にみ
ちびいたのだが，その内容は，安全衛生委員会の性格を諮問的なものとし，第
三者のコンサルクントの代りに会社任命の安全専門家をその委員の 1人に加
え，かつ安全衛生にかんする会社の決定を苦情仲裁手続に委ねることは認めな
ぃ，というものであった。アメリカ石油方式に比してシェル協約の後退ぶりは
否定しようもないが，安全衛生問題が大争議の原因となったところに時代の趨
勢を感じとることはできよう 113)0
なお労働安全衛生にかんする行政側の動きも無視できない。たとえば連邦労
働安全衛生局は， 1978年に綿埃・鉛・化学物質（ベンジン・アクリル系ニトリル）
の規制を強化する一連の規則を設け114)1 翌 79年にはその女子労働者の妊娠出
113) Monthly Labor Review, January 1974, p. 16. 
114) Monthly Labor Review, May 1978, pp. 70~71 and January 1979, pp. 63~64. 
もちろん産業側も黙しているはずがなく， たとえば繊維産業， 鉛産業，石油産業は
労働安全の新規準を法廷で争い，石油産業のごときは差止命令をえた。なおかかる基
準強化の反面， 労働省は安全衛生にかんする多数の規則を廃止したのであって， レ
イ・マーシャル労働長官みずからそれを批判している (MonthlyLabor Rev如o,
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産にたいする影響力の点から積極的な企業介入をおこない115し さらに 80年に
は職場内の危険の認定と労働者保護にかんする手続の修正（発ガン物質利用の規
正，使用者による従業員健康記録の提出の義務など）にふみきっているのである116)。
ただしレーガンの時代になって連邦行政の費用便益分析的な見直しが大統領の
意向としておこなわれ，労働•安全衛生局もその方向に動きだしたことは，注目
されるべきであろう 117)0 
バーバッシュは，労働安全衛生法は積極的公共政策の例として「さほど明確
でない」というが，もしかれのいうように過去の労働組合に安全衛生要求を追
加賃上げの手段として利用する傾向があったとすればllB)1 同法はかかる傾向
を是正するものであり／その労働組合界へのインパクトはやはりもっと重視さ
れてよいものであろう。
安全衛生分野をはなれて福祉領域となれば，論じられるべきは私的年金改革
法としても知られる雇用者退職所得保障法(ERISA)であろう。その内容は名称
のとおり自明であり，またそれが労働記念日にフォード大統領の署名をえたこ
とも，この法律の重要さを暗示する。この法律は，労働者拠出を条件とする私
的年金給付について拠出労働者の権利を保護しようとするものであって，具体
January 1979, p 64)。
115) Monthly Labor R函ew,February 1980, p. 18. ことの起りは，アメリカ・シア
ナミド社の某工場の女子従業員4名が不妊を覚悟せねば就労できなかったと訴えた
ことにある・。 なお前年6月の労働安全術生局の綿埃基準について司法判断をアメリ
カ繊維協会が求めていた件について， 連邦控訴裁判所（コロ・ンビア特別区）は局基
準を支持する判断をおこなった。
116) Monthly Labor Review, January 1981, p. 20. なお発ガン物資規制にかんして
は，ゼネラル・モーターズが 20都市のモデル工場の労働者 4,000人のガン検診（ア
メリカ産業史上最大のもの）をおこない， またミシガン州フリント工場のガン発生
率がとくに高い点について調査をおこなうと発表したことが特記されよ・。•
117) Monthly Labor Review, January 1982, pp. 27~28. 見直しの具体例は，綿埃基
準の再検討，し優良企業による労働安全の自主監督プランの検討， 連邦監督官に立ち
合う労働者の賃金保障lレー ルの撤廃の動きなどがあげられよう。
11~) Barbash, op. cit., p. 267. 
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的には給付受給資格を有する労働者にたいし，たとえ定年前に退職しようと，
定年時に受給権の発生する給付のすくなくとも一部を受けとる権利を不可侵の
ものとして保証し，さらにその保証を確実なものとするため，企業倒産ないし
年金プラン消滅という不測の事態にそなえて労働長官を総裁とする年金給付保
証公庫を設置し，これにより保険による給付保証をおこなわうとするものであ
る119)。既存の企業年金プランのなかには， この法律の出現により労使の再交
渉を余儀なくされたものも少なくないと想像されるのであって120), その影響
のほどが偲ばれるであろう。とはいうもののアメリカの企業年金の古い歴史か
らすれば121), かかる保護立法の制定は当然であり， むしろ遅きに失したとも
いえるのであって，これなどはまさに積極的な公共政策のよい例であろう。
（つづく）
119) Monthly Labor Review, November 1974, p. 66 and January 1975, p. 12. 
120)数年後の状況について「日本経済新聞」昭和55年5月24月付朝刊は， つぎのように
伝えている。すなわちエリサ法には企業の反撥がないわけでなく， 同法の要求する
基準の厳しさのため企業年金をやめたところは 2,000件もあるし， また倒産の恐れ
のない大企業はこれを意味のない保険だという。だが年金給付保証公庫のベイヤー
氏は，「廃止の何倍もの新設がある」と語っていると。
121) Don D. Lescohier and E. Brandeis, History of Labor切珈 UnitedStates 
1896~1932, Vol. II, New York: The Macmillan Company, 1935, pp. 386 
~396. 
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